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序     文 
 

 

カンボジア王国は、1970 年代より 20 年余に及ぶ紛争と政治的混乱の影響で、医療職を含む知

識層の人材不足が大きな社会問題となっています。 

 保健衛生に係る指標も周辺国に比較して低く、特に医療技術者の養成はその質・量とも不十分

であることが指摘されており、これが保健医療サービスの改善を阻む大きな原因となっています。

このような状況を踏まえ、カンボジア政府は医療技術者育成システムを強化するための技術協力

プロジェクトをわが国に要請しました。 

 これを受け、2009 年 10 月に詳細計画策定調査団を派遣し、カンボジア政府及び関係機関との

間で、協力計画の策定に係る協議を行いました。 

その結果、保健省人材養成部の強化による看護行政基盤の強化と保健学校における教員の質の

向上という両側面から取り組み、看護・助産人材の育成及び育成した看護・助産人材の活用を促

進することを目的として、2010 年 6 月から 5 年間の予定で「医療技術者育成システム強化プロジ

ェクト」が開始されました。 

 今回の調査は、カンボジア側の政策優先度の変更等の理由から、協力活動の見直しが進められ、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画（PO）の改定が必要になっており、

カウンターパート（C/P）及び専門家等と協議のうえ、PDM 等の改定を行い、プロジェクトの残

り期間の課題及び今後の方向性について確認し、ミニッツ（M/M）に取りまとめ、合意すること

を目的として実施しました。 

 本報告書は同調査結果を取りまとめたものであり、本調査にご協力いただいた関係各位に深く

謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 23 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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第１章 運営指導調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 
JICAは、カンボジア王国（以下、カンボジア）保健省（MOH）人材育成（Human Resource 

Development Department：HRDD）をカウンターパート（C/P）機関として、2010年 6月より2015

年 6月までの 5年間の予定で「医療技術者育成システム強化プロジェクト」を実施しており、現

在、3名の専門家（チーフアドバイザー、看護教育／看護・助産行政、業務調整）を派遣してい

る。本プロジェクトでは、カンボジア側の政策優先度の変更等の理由から協力活動の見直しが進

められ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画（PO）の改定が必要になっ

ている。 

 

１－２ 調査の目的・内容 

今回実施する運営指導調査は、C/P 及び専門家等と協議のうえ、PDM、PO の改定を行い、プロ

ジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、ミニッツ（M/M）に取りまとめ、

合意することを目的とする。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当業務 氏 名 所 属 

総 括 牛尾 光宏 JICA 人間開発部技術審議役 

技術参与 明石 秀親 国立国際医療研究センター派遣協力専門職 

協力企画 加藤 誠治 ICA 人間開発部保健第三課 

PCM 白井 和子 株式会社 VSOC 

 

１－４ 調査日程（2011 年 11 月 22 日～12 月 3 日） 

月 日 
曜

日 
白井団員（PCM） 

牛尾 

団長 
明石団員 加藤団員 

11月 22日 火     プノンペン着 別案件で滞在中 

11月 23日 水 プノンペン着   専門家、C/P と協議 同上 

11月 24日 木 

専門家と協議 

WHO 面談 

UHS 学長と面談 

  

ケットポン部長と協

議 

 

ケットポン部長と協

議 

UHS 学長と面談 

11月 25日 金 

MOH のエンホット次

官と協議 

MOH のティアクルイ

次官と協議 

  

エンホット次官と協

議 

ティアクルイ次官と

協議 

エンホット次官と協

議 

ティアクルイ次官と

協議 

11月 26日 土 
M/M、PDM、PO ドラ

フト作成 

プノン

ペン着
  M/M 等作成 

11月 27日 日 14:00 団内・専門家と協議 
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11月 28日 月 
午前 団内協議 

14:00 JICA カンボジア事務所と打合せ 

11月 29日 火 視察：RTC、医療施設、保健所（Kg Cham ） 

11月 30日 水 
9：00 日本大使館表敬訪問・協議 

17:30 JICA カンボジア事務所と協議 

12 月 1 日 木 
10:30 ティアクルイ次官と協議 

16:30 エンホット次官と協議 

12 月 2 日 金 

8:30-11:30 第 2 回 JCC（M/M、PDM,PO 署名含む） 

14:00 JICA カンボジア事務所へ報告 

20:40 プノンペン発 

12 月 3 日 土 成田着       
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第２章 プロジェクトの進捗状況 
 

２－１ プロジェクトの概要 

 案件開始時のプロジェクト・サマリーは以下のとおりである。 

 

【プロジェクト目標】 

HRDD の能力
1
が強化されることによって、質の高い医療技術者

2
の教育の基盤が改善される。 

 

【上位目標】 

保健人材育成システムを通して質の高い医療技術者が育成される。 

 

【成果１】現任教員の教育システムの改善を通じて HRDD の能力が強化される。 

（活動） 

①看護・助産に関する教員の能力開発に関する HRDD の役割を明確にする。 

②看護・助産に関する教員の教員システムの現況調査を行う。 

③看護・助産分野において、現任教員の能力強化に向けた、HRDD と国立医療技術学校（TSMC）、

地方看護・助産学校（RTC）等関連機関や各種プログラムとの連携を強化する。 

④看護・助産分野において、現任教員の能力強化のための方針／戦略をたて、教員の資格要件

と教育システムを考案する。 

⑤看護・助産分野において、現任教員の教育プログラムを作成する。 

⑥看護・助産分野において、現任教員に対する能力強化研修を実施し、その支援状況を管理す

る。 

 

【成果２】新規教員養成のシステムづくりを通じて HRDD の能力が強化される。 

（活動） 

①看護・助産の新規教員養成に関する HRDD の役割を明確にする。 

②看護・助産分野において、新規教員の養成に向けた、HRDD と TSMC、RTC 等関連機関や各

種プログラムとの連携を強化する。 

③看護・助産分野において、新規教員養成のための方針／戦略をたて、教員の資格要件や養成

システムを考案する。 

④看護・助産分野に関する新規教員のための養成プログラムを作成する。 

 

【成果３】医療技術者に関連する既存の規程のモニタリングと基本的な規程の整備に関する

HRDD の能力が強化される。 

（活動） 

①医療技術者育成に関する HRDD の役割を明確にする。 

②HRDD と人材育成に関する関係部署との間で、医療技術者と教員の規程に関する協力体制を

強化する。 

                                                        
1
 HRDD の能力：現状分析、計画、実施、モニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M＆E）、調整に関する能力 

2
 質の高い医療技術者：教育を受けた後に一定の基準（統一的な試験等）を満たす学力・技術を身につけた者を指す。 



 

－4－ 

③医療技術者に関連する規程の現況を調査する。 

④医療技術者に関連する既存の規程の実施状況をモニターする。 

⑤看護・助産分野における基本的な規程の草案策定のためにタスクフォースを立ち上げる。 

⑥看護・助産分野における基本的な規程の草案作成のための準備をする。 

 

【投入（インプット）】 

①日本側 

・専門家派遣（チーフアドバイザー、看護・助産教育、人材育成、教育制度、業務調整等） 

・その他、プロジェクト実施に必要な供与機材、研修員受け入れ 

②カンボジア側 

・C/P 配置：プロジェクトディレクター（MOH 次官）、プロジェクトマネジャー（MOH 人材

育成部長） 

・C/P 人件費 

・事務所スペース 

・プロジェクトに必要なローカルコスト 

 

２－２ プロジェクトの投入実績 

２－２－１ 日本側投入実績 

（１）日本人専門家 

プロジェクト開始時（2010 年 6 月）、長期専門家はチーフアドバイザー（保健人材）、業

務調整員／M&E、看護教育／看護・助産行政の 3 名体制及び看護・助産制度整備等短期専

門家が必要に応じ派遣される予定であった。他方、開始後間もなく（2010 年 9 月）、JICA

の 2010 年度予算が極めて逼迫するという事態が生じたことを踏まえ、今後のプロジェク

トの進め方について検討を行い、チーフアドバイザーが長期専門家派遣から短期専門家派

遣に変更となった。 

短期専門家は本調査時までチーフアドバイザーのほか、法整備、基礎調査等の分野で延

べ 4 人計 10 回（うち、チーフアドバイザー 5 回）派遣されている。 

 

（２） C/P 研修 

本邦研修を 2010 年 8 月 29 日～ 9 月 4 日（7 日間）に予定どおり実施した。参加者は本

プロジェクトのキーパーソンである MOH 事務次官、HRDD 部長、国立保健科学大学

（University of Health Science：UHS）学長の 3 名であり、日本の看護・助産学校の教員シ

ステムや人材教育に関する法規程の成立過程、資格制度運用に関し知見を深めた。また、

プロジェクト費用でGlobal Health Workforce Alliance、International Family Nursing Conference、

ASEAN 看護・助産ワークショップなどさまざまな国際会議に関係者が出席し、保健人材

に関する世界の潮流に触れる機会となった。 

 

（３）資機材 

専門家用 PC、ワイヤレスガイドシステム（英語―カンボジア語同時通訳時使用）、プロ

ジェクター、車両が購入され、調査時点において約 3,361,000 円の支出がなされている。 
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（４）現地業務費 

基礎調査要員としてのローカルコンサルタントを一時的に、プロジェクト付きのスタッ

フを継続雇用中。 

 

２－２－２ カンボジア側投入実績 

（１）C/P 

MOH はプロジェクトディレクター、プロジェクトマネジャー、MOH の HRDD の部長、

副部長 2 名を C/P として配置している。 

 

（２）プロジェクト事務所 

MOHのHRDD内に、日本人専門家の執務室及び必要に応じ会議室の提供を行っている。

また、MOH は定期的な会議や合同調整委員会（JCC）等の会議用の会議室も省内に提供し

ている。 

 

（３）プロジェクト運営資金 

プロジェクトの運営に係る一部の活動資金はカンボジア政府側が負担している。 

 

２－３ プロジェクトの成果と活動実績 

２－３－１ 活動実績 

現行 PDM に基づき 16 種類の活動がプロジェクトの計画時に策定された。プロジェクト開始

当初、本プロジェクトはアウトプット 1（既存教員の育成）と 2（新任教員の育成）を重点的

な活動に据え、メディカル（医師、歯科医師）、コメディカル（看護・助産職）すべての医療

人材教員の能力強化コースの実施運営を想定した教育開発センター（Educational Development 

Center：EDC）
3
に対し長期派遣専門家による支援を予定し、その設立に向け組織体制検討等に

関与していた。 

EDC は当初、国立の医療人材向け教育機関としての設置が意図されていたが、2004 年に独立

行政法人化した UHS
4
の傘下にカンボジア保健人材教育開発センター（Center for Educational 

Development of Health Professional in Cambodia：CEDHP）として正式に設立された。また、JICA

の 2010 年度予算の事情を踏まえ派遣専門家の位置づけが変更になり、2010 年 10 月には EDC

への支援が困難となり、カンボジアの EDC への政策変更と相まって、プロジェクトから EDC

に対する全面的な支援は弱まることとなった。 

こうした状況下にある一方で、本プロジェクトは CEDHP のアドバイザリーメンバーの一員

として国家卒業共通試験（National Exit Exam）に関する情報を共有するなど、現在においても

一定の連携は保っている。 

本調査時点における、各アウトプットのための活動実績は以下のとおりである。 

 

 

 

                                                        
3
 日本の看護研修センターと類似した機能を想定。 

4 UHS は教育青年スポーツ省・MOH による共管であり、MOH 直轄であった以前に比してその関与は薄まっている。 
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活 動 2011 年 11 月時点での活動の進捗状況 

アウトプット 1：現任教員の教育システムの改善を通じて HRDD の能力
5
が強化される。 

1-1. 看護・助産に関する教員の能力開発に

関する HRDD の役割を明確にする。 

1-2. 看護・助産に関する教員の教育システ

ムの現況調査を行う。 

1-3. 看護・助産分野において、現任教員の

能力強化に向けた HRDD と TSMC、RTC

等関連機関や各種プログラムとの連携

を強化する。 

1-4. 看護・助産分野において、現任教員の

能力強化のための方針／戦略をたて、

教員の資格要件と教育システムを考案

する。 

 

1-5. 看護・助産分野において、現任教員の

教育プログラムを作成する。 

1-6. 看護・助産分野において、現任教員に

対する能力強化研修を実施し、その支

援状況を管理する。 

HRDD の業務は、既に明確であることが判明し
6
（1-1）、

EDC への支援がほぼなされなくなったことを受け、現任教

員育成活動はタイのセントルイス大学での看護科学分野

における学士号ブリッジコースの開発と留学生派遣に絞

り込まれている（1-3～1-5）。左記コースは 3 年間の TSMC

または RTC での教育を受けた既存の看護・助産師教員、

及び第 2 グループからは新任病院内実習指導者（プレセプ

ター）候補も含めセントルイス大学に留学させ、1 年間（プ

ラス 2 カ月の補完臨床研修）で学士号習得を目指すもので

ある。本調査時点において、第１グループ 5 名が同コース

に留学中、第 2 グループは 15 名の学校教員が選考を終え、

2012 年 2 月から補完研修を開始する予定である（1-6）。 

HRDD は日本人専門家と共に、コースのモニタリングや

留学中の教員に対する支援も現在行っている（1-6）。 

アウトプット 2：新規教員養成のシステムづくりを通じて、HRDD の能力が強化される。 

2-1. 看護・助産の新規教員養成に関する

HRDD の役割を明確にする。 

2-2. 看護・助産分野において、新規教員の

養成に向けた、HRDD と TSMC、RTC

等関連機関や各種プログラムとの連携

を強化する。 

2-3. 看護・助産に関する新規教員養成のた

めの方針／戦略をたて、教員の資格要

件や養成システムを考案する。 

2-4. 看護・助産に関する新規教員のための

養成プログラムを作成する。 

プロジェクト当初、EDC（現 CEDHP）へのプロジェク

トによる支援は、新規教員育成のための活動としての位置

づけであった。現在、新規教員育成に係るプロジェクト活

動は、教員資格要件を含む看護規程（看護教育の章）の起

草と、将来プレセプターになる予定の人材を学士号取得コ

ースへ派遣する、の 2 つである。 

 

アウトプット 3：既存の規程のモニタリングと基本的な規程の整備に関する HRDD の能力が強化される。

3-1. 医療技術者育成に関する HRDD の役割

を明確にする。 

3-2. HRDD と人材育成に関する関係部署と

の間で、医療技術者と教員の規程に関

する協力体制を強化する。 

3-3. 医療技術者に関連する規程の現況を調

査する。 

3-4. 医療技術者に関連する既存の規程の実

施状況をモニターする。 

3-5. 看護・助産分野における基本的な規程

の草案策定のためにタスクフォースを

立ち上げる。 

プロジェクト開始当初はアウトプット 1 と 2 の情報入手

のために実施する予定であった基礎調査は、活動の大幅な

シフトを受け、アウトプット 3 の規程整備に関する活動に

も参考とすべく看護教育と看護サービスに関する情報収

集を行うこととなった。調査はカンボジア国内 5 カ所の看

護・助産学校（TSMC１校、RTC４校）、11 カ所の保健施設

（国立病院、レファラル病院、ヘルスセンター）で行われ、

看護師の重点的な業務、管理体制、助産教員の不足等に関

する基礎情報を収集し、ほぼ完成に至っている（1-1）。 

看護規程整備については、HRDD の役割は既に明確化し

ていたことが判明し（3-1）、HRDD 職員間に散在していた

カンボジアの看護・助産関係の規則を整理し、インベント

                                                        
5. HRDD の能力とは、現状分析、計画、実施、M＆E、調整に関する能力を指す。 
6
 HRDD の業務は政令（27GNRK-BK）のとおり（医療技術者育成プロジェクト事業完了報告書 P10,2008 年 9 月）。 



 

－7－ 

3-6. 看護・助産分野における基本的な規程

の草案作成のための準備をする。 

リリストをまず作成した（3-3）。その後、看護規則策定ワ

ークショップを MOH、看護学校、病院など幅広い関係機

関の職員と共に開催、規則の基本構造や構成に関する議論

を深めた。結果として、策定者、策定実施体制、並びに本

邦でも規則策定支援グループが立ち上がり、本格的な策定

作業へ入った（3-5）。本調査時点においては、総則はほぼ

終了、各章ドラフト策定も順調に進捗中であり、2012 年 1

月には草案が完成する予定である（3-6）。 

本邦研修（共通研修） 2010 年 8 月 30 日から 9 月 3 日まで 3 名のプロジェクト

におけるキーパーソンを本邦に派遣、本邦における 1）看

護・助産学校における教員養成システム、2）保健人材の

ための法整備の方法、3）免許付与に関する運用、につい

て学ぶ機会とした。 

 

２－３－２ アウトプットの達成状況 

3 つのアウトプットの各指標に基づく達成度及び達成の見込みについては以下のとおりであ

る。 

指標 1-1）看護・助産の教育に関する HRDD の業務内容リストの有無 

1-2）現任教員教育システムのデザイン案の有無 

1-3）現任教員の能力強化のための訓練期間・部署との方針・戦略策定

・調整会議の数 

1-4）教育プログラムに沿った研修を受けた現任教員の数 

1-5）作成（改定）された教育プログラムの数 

1-6）研修のモニタリング評価の実施回数 

1-1） 

看護と助産の教育に関する HRDD の業務内容リストは既に作成されていた

ことがプロジェクト開始後判明した。そこで、プロジェクトは、HRDD 職員

のファイルにランダムに入っていた教育を含む看護・助産規程類を「インベ

ントリリスト」として整理した。 

アウトプット 1： 

現任教員の教育システ

ム の 改 善 を 通 じ て

HRDD の能力
7
が強化さ

れる。 

 

1-2）～1-6） 

現任教員の教育システムについては、プロジェクトはタイの学士号取得ブ

リッジコースの開発と実施に注力している。5 名の教員が既に派遣されてい

る。C/P と日本人専門家は共にタイの大学を訪れコースのモニタリングを行

い、カリキュラムの見直しや教員の指導を行っている。将来、国内で学士号

コースが開設された際、C/P が HRDD 職員の立場からモニタリングする際の

ノウハウをこうした活動を通じて修得することが期待されている。 

 

指標 2-1）看護・助産の新規教員養成に関する HRDD の業務内容リストの有

無 

   2-2）新規教員養成のための関連機関・部署とのデザイン案策定・調整

会議の数 

   2-3）策定された新規教員の養成システムの有無 

   2-4）新規教員養成のための教育プログラムの有無 

アウトプット 2： 

新規教員養成のシステ

ム づ く り を 通 じ て 、

HRDD の能力
8
が強化さ

れる。 

2-1） ～2-4） 

 将来プレセプターになる教員候補者も学士号取得ブリッジコースに参加す

ることとなり、新規教員も養成されているといえる。運営指導調査団は改訂

                                                        
7
 現状分析、計画、実施、M&E、調整に関する能力。 

8 脚注 1 と同様。 
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版 PDM では新任教員の強化も現任教員の養成と一体化することを提案した。

 

指標 3-1）医療技術者育成に関する HRDD 職員の理解度（インタビューによ

り理解度を把握する） 

   3-2）教員の資格要件の草案と現任教員教育システム及び新規教 

員養成システムのデザイン案の有無 

   3-3）医療技術者に関連する既存の規程のリストの有無 

      3-4）医療技術者に関連する既存の規程の実施状況のモニタリング計画

の有無 

   3-5）医療技術者に関連する基本的な規程策定及び改定のためのタスク

フォースの有無と会議の開催 

   3-6）看護・助産分野における基本的な規程の草案作成のための準備を

する。 

3-1） 

 本邦研修や規程類の協働作業を通じて、医療技術者育成の重要性について

HRDD、MOH における関係者の理解が深まりつつある。 

3-2） 

 現在作成中の看護規則に看護教員の資格要件に関する事項、新規教員養成

システムのデザインも含まれている。 

3-3） 

 既存の規程から「インベントリリスト」を作成した。 

3-4） 

 指標そのものが、何のモニタリングなのか不明確（であり、プロジェクト

は何ら手立てを講じていない）。指標の見直しの必要あり。 

3-5） 

 看護規則 WG を設置し策定のための体制を築いた後、Technical Working 

Group, Regulation Committee, Secretary Board といった、各レベルでのグループ

を結成し活動体制を構築した。 

アウトプット 3： 

既存の規程のモニタリ

ングと基本的な規程の

整備に関する HRDD の

能力
9
が強化される。 

3-6） 

 上記各種運営員会・グループにより総則はほぼ完成し、各章の作成を進め

つつある。 

 

                                                        
9 脚注 1 と同様。 
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第３章 PDM の改訂 

 

３－１ PDM 改訂に係る経緯 

 当初協力計画を見直すこととした背景は主に以下の 2 点である。 

 

（１）EDC の位置づけの変更 

前述のとおり、当初国立の医療人材向け教育機関として MOH の影響下に入ることが想定

されていた EDC は、2004 年に独立行政法人化した UHS
10
の傘下に CEDHP として正式に設立

されることとなり、MOH の人材育成に係る政策を反映させることが難しい状況となった。

そのため、MOH を C/P 機関として実施する本プロジェクトからの投入が困難となり、教員

の人材育成面での活動を練り直す必要が生じた。 

 

（２）MOH の政策優先順位 

看護規則等の制定に関しては、案件計画段階でも MOH から要望の強かったテーマである

が、当時、MOH のコミットメントがどの程度のものか測りかねる点もあり、又、けっして

十分な体制とはいえない HRDD を C/P に限られた協力期間内でどこまで成果を出せるか不明

な点が多く、成果 3 のレベルでスタートした経緯があった。 

しかし、近年の AESEAN 域内経済協力に係る人の移動のテーマに関連して、関連法規整備

が遅れているカンボジア MOH にとって、そのルールづくりが喫緊の政策アジェンダとして

重要度を増した時期と、専門家が派遣され活動が本格化する時期が重なったことから、成果

3 についての活動が急がれることとなった。 

今回調査時に、おりしも「The 5th national Nursing and Midwifery conference」（2011 年 11 月

23、24 日）が開催され、同会合で、本プロジェクトにより作成された看護規則政令案に関す

るプレゼンテーションが、ティアクルイ次官より保健当局関係者、NGOs、国際機関・他ド

ナー等に対して行われた。クロージングでは、マン・ブー・ヘン保健大臣が JICA の協力に

謝意表明し、看護・助産の規則制定について、最後の省令レベルまで協力を要望する旨の発

言があったことが、MOH の政策優先順位を物語っているといえる。 

ｗ 

３－２ PDM 改訂内容解説 

プロジェクトの実施及び進捗状況を確認し、現行 PDM の各コマについて日本人専門家、MOH

と共に議論し、改訂案を作成した（議論の詳細は付属資料３.「新旧 PDM 対照表」参照）。また、

PO についても PDM 改訂版に基づき暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：TSI）

レベルで作成し、調査終了後プロジェクトが PO を作成することとなった（改訂版 PDM 及び TSI

は付属資料２参照）。各欄に関する改訂の概要は以下のとおりである。 

（１）上位目標 

運営指導調査団は、本プロジェクトの長期的方向性として、上位目標（保健人材育成シス

テムを通して質の高い医療技術者が育成される）は、現時点においても改訂の要なしと確認

                                                        
10 UHS は教育青年スポーツ省・MOH による共管であり、MOH 直轄であった以前に比してその関与は薄まっている。 
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した。他方、指標は「新しい制度下で看護・助産師の資格を得た看護・助産師の数が増える」

と再設定し、プロジェクトの長期的方向性の明確化を図った。 

（２）プロジェクト目標 

従来の PDM のプロジェクト目標の文言に‘看護・助産人材を中心とする’を組み入れ、

プロジェクトが注力する保健人材を明確化した。さらに、指標に関しては、1）看護師の国家

資格制度（登録→免許付与）が始まる、2）全国の公立校の教員が学士号を取得した教員の報

告集の内容を共有する、の 2 点を設定し、法制度と教育の両面におけるプロジェクトの目標

（教育の基盤改善）を具体的に表すこととした。 

（３）アウトプット 

プロジェクト目標を達成するための柱として、改めて以下 3 つのアウトプットが設定され

た。 

１）看護人材に関する規程類の草案が整備される 

MOH は 2012 年 12 月に看護規則に基づく初めての国家資格試験の実施を予定しており
11
、

ASEAN 域内の保健人材交流の観点からも、看護規則策定には極めて高い優先順位をつけ

ている。プロジェクトは 2011年 4月から政令レベルの看護規則の草案を策定中であり、2012

年初頭には完成を予定している。草案が順調に閣僚評議会等、政府関係機関で承認、公布

されれば、MOH が規則を施行することになり、プロジェクトにとり際立った成果となる。 

政令レベルの規則の施行を待つ間、プロジェクトは看護免許制度、看護教育、看護サー

ビスに関する省令レベルの規則起草を行い、2013 年 12 月には右規則類も完成させる予定

である。 

２）助産人材に関する規程の草案が整備される 

助産に関する草案策定は、基本的には看護規則で行った過程を踏襲する。他方、助産に

関しては時間的制約からも政令レベルの規程案策定までをプロジェクトの支援スコープ

とし、省令レベルの規程はプロジェクト終了後 HRDD に委ねることとした。プロジェクト

では、最初にこれまでさまざまなドナーが作成した規程類を整理し、委員会やワーキング

グループを設置し、起草を開始し、プロジェクト終了までに政令レベルの規程案策定を目

指す。 

３）学士号を取得した者を中核とした看護・助産教員の指導の質が向上する 

TSMC や RTC における質の高い教員へのニーズはこれまで同様高いことが確認された。

プロジェクトではカンボジアの看護・助産教員のための特別なカリキュラム
12
を開発、学

士号ブリッジコースをタイのセントルイス大学にて実施し、既に 5 名の看護・助産教員を

送っている。プロジェクトはその終了までに 30 名程度を目標に教員の学士号取得を支援

する計画である。帰国教員はコア教員として、所属先の学校の教育の質向上に関し中核を

なす人材となるべく期待されている。 

                                                        
11

 試験は MOH と教育青年スポーツ省が共管で行う。 
12

 本来、学士号取得のためのブリッジコースは 1.5 年間以上要するところ、14 カ月間で設定。ただし、内容を省くのではなく、
週末も課題をこなしていくことで質の担保を図っている。また、参加者の臨床経験不足を補うため、14 カ月間のうち 2 カ
月間を臨床補完研修に充当した。 
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（４）活動 

期間設定を含む活動の工程は TSI（付属資料２）に明記した。 

（５）外部条件 

プロジェクト目標を達成するために満たされるべき外部条件として、カンボジア政府のし

かるべき機関が草案を承認、公布することを明示した。また、プロジェクト終了後のプロジ

ェクト目標から上位目標に至る外部条件として、安定的な保健政策、国家試験の公明正大な

実施、学校の教育環境や教員の待遇の維持等を列挙した。本現地調査の最後に PDM 改定へ

の合意を取り交わす JCC において、MOH 幹部より、学校・教員へのインセンティブの拡充、

教員数に対する生徒数の割合に関する規則の遵守、汚職への対応等、外部条件に関連した課

題に引き続き対処していく旨発言が得られた。 
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第４章 今後の留意点 
 

（１）今後の方向性に係るカンボジア事務所意見 

人材育成のアプローチに関して、限られたリソースを有効活用する観点で、学士号ブリッ

ジコースの対象者を TSMC に集中し、同校教員らを中心に TSMC での国内学士号コースの立

ち上げの基盤をつくっていくべきとの意見が出された。今後、端緒についたブリッジコース

の運用に際しては、同視点（カンボジア国内での学士号コースの立ち上げ）にも留意しつつ

進めていくべきと思われる。また、国立母子保健病院（National Maternal and Child Health 

Center：NMCH）プロジェクトとの連携も従来以上に重要であるとの指摘もなされた。 

（２）MOH 幹部との意見交換 

MOH のエンホット次官、ティアクルイ次官との協議において、看護・助産規則の同一制

定、医師法その他関連法規に関しての強い問題意識が感じられた。一方、関連法規の制定に

は HRDD の人員数・人材の質・職種 に加え、MOH 関係部署間の連携も不可欠であり、これ

ら MOH の体制整備について MOH 幹部に対する粘り強い説明の継続が肝要である。 

（３）中間レビューの時期 

看護規則（政令）施行、その後の資格登録細則の策定・施行、カンボジア初の看護師国家

試験（National Exit Exam）が 2012 年 12 月頃実施され、その後合格者の登録・資格付与作業

が行われる。又、学士号ブリッジコース第一陣の帰国とその後の活動が同様に第 3 四半期に

なる。そのため、2012 年度に予定されている中間レビュー調査はこうした結果も踏まえ行う

ことが望ましいことから、調査団の派遣時期は 2012 年度第 4 四半期が妥当である。 
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第５章 団長及び明石団員所感 

 

（１）団長所感 

明治初期におけるわが国においては、さまざまな法整備を行うことが近代国家として国際

社会に出帆するための必須事業として精力的に実施されたことはよく知られている。一方、

カンボジアにおいては植民地時代、それからの解放に続く周辺国との紛争、さらには長らく

の国内紛争により法治面を構築する暇もなく今日に至ったというべきであり、加えて知識・

技術を有する一定の年代層の喪失、内戦終結後の多数のドナーによる不整合かつ乱立した支

援という負の遺産がある。このようななか、ASEAN 域内での看護師等の身分の整合性が緊

急に求められているという背景があるとはいえ、看護師という保健医療サービスの中核を担

う職種の法制度構築について支援するプロジェクトが開始されたことは、わが国としても非

常に名誉なことであり、これまでの実績に基づくカンボジア政府のわが国への信頼の証と受

け止めるべきであろう。 

その際、留意すべきは 2 点あると考えている。1ｗつは国際的な動向、2 点目は日本の経験

と反省を反映させることである。前者については、看護職のなかでも指導的な地位につくも

のは少なくとも学士取得者であるべきで、さらに、看護教育に従事する者については修士ま

たは博士さえ必要とされている時代である。もっともそれらすべてのコースを直ちにカンボ

ジアにおいて構築することは不可能であり、まず学士を養成しようとする現在の方針を是と

すべきである。次にいわゆる正看・准看という同一職種内での階層を長年是正できなかった

日本の反省を踏まえ、カンボジアにおいても一定の年限を区切ってその統合に進むべきであ

ろう。また、養成した看護師が生涯自信と誇りをもって勤務できる環境も徐々に整備してい

かなければならない。 

また既に要請が出ている助産婦に関する規程については、もっと大きな投入が可能であれ

ば本来看護職の規程創設と並行して行うべきものである。 

さらに、同プロジェクトでは事業の対象がコメディカルとなっているので対象外であるこ

とは承知しているが、本来であれば医療の中心的な担い手である医師に関する規程をまず明

確にしてからコメディカルに関する規程を構築していくべきである。カンボジア政府 MOH

の次官もその点は十分承知しているようであるが、当面整備を急ぐべき対象を看護師と助産

婦としたのは現実的な対応と是認せざるを得ない。しかし問題の先送りにすぎない。 

問題点のみ指摘したが、プロジェクト自体は MOH の優先事項をよく把握し、極めて短期

間に看護職に関する規程整備を行ったことに深く敬意を表したい。 

 

（２）明石団員所感 

プロジェクトの形成時について、関係者が忘れないうちに記載しておくことが、今後の方

向性を考えるうえで望ましいと考え、プロジェクト形成時のいくつかの記憶を記録として残

しておこうと思う。 

当初このプロジェクトは、MOH の HRDD と TSMC の 2 つのメイン C/P をもつ前回プロジ

ェクトの後継案件として成立した。そしてこの後継案件は、HRDD をメイン C/P とするプロ

ジェクトとして要請され、HRDD は即時の開始を希望したが、日本側に受け皿機関がないな

どの理由により、かなりの期間をあけてのプロジェクト開始となった。これらの経緯、及び
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プロジェクト開始後に関する事実関係を箇条書きにすると、以下のとおりとなる。 

①前回プロジェクトの途中で TSMC が自治組織となり、教育省及び UHS の支配がより強

まり、HRDD のコントロールが利かなくなったことから、HRDD は二度と別の機関との

連携で行うことを嫌った。 

②前回の積み残し部分として「教員養成」の部分が残っているとの考えから、JICA カンボ

ジア事務所は、また HRDD もそれが重要と捉え、要請書として日本側に提出した。 

③事前調査の内容から、「教員養成」だけでなく、その根幹となる「法制度整備」の部分

なくして、適切な教員を育てることはできないという結論に達したが、JICA カンボジア

事務所の強い意向もあり、当初の要請内容を生かす形で折衷案として PDM の Version 1

ができあがった。 

④PDM の Version 1 では、法制度整備がどこまで進捗するかの不確定な部分もあり、せい

ぜいできて草案までかもしれないが、それでもカンボジアの国として始めなければなら

ないということをカンボジア側も認識したうえで、それを支援する意味があるであろう

という共通認識の下、成果 3 の法制度整備に関するややあいまいな書き方となっている。 

⑤カンボジア HRDD 側の当初の将来像として、日本の看護研究研修所〔看護系教員の厚労

省管轄下の養成所で、近年閉鎖）に当たる組織（EDC）〕をカンボジアでもつくりたいと

考えており、看護・助産のみならず、医師や他の保健医療職種の教員育成の総合的な機

関として、国立の養成所を創設するつもりであった。そのため、教員の指導者となる対

象者が医師や薬剤師などの教員を含む、看護・助産に限らない範囲となっている。 

⑥しかしながら、EDC が TSMC 内にでき、さらに MOH も主体的にその運営にかかわると

いうよりはそれを側面から支援するという形になり、さらに UHS の学長が代わり、EDC

を国立としてではなく TSMC の一組織として UHS が位置づけたことから方向性が大き

く変わった。結局、MOH の HRDD は EDC に強くコミットする立場ではなくなった。そ

の後、この機関には WHO やオーストラリア国際開発庁（AusAID）も関与することにな

ったことから、JICA の本プロジェクトが HRDD を介して EDC に関与するという活動は

あまり現実性がなくなった。 

⑦時を同じくして、JICA 側の予算削減の影響から、日本人の投入を制限されたなかで、プ

ロジェクトの方向性を考え直すことになった。そしてその内容を日本人長期専門家派遣

よりお金が掛からずに、しかもカンボジアの喫緊のニーズである看護教員の学士取得に

資するという意味でタイへの留学という活動に絞り、長期専門家を投入する部分は、比

較的予算の掛からない法制度整備の部分に特化せざるを得なくなったということは明

記すべきと思われる。 

 

以上の経緯確認を踏まえて、今回の調査に関連しての所感としては以下のものがある。 

①MOH は本案件の、特に法制度整備に関わる部分の重要性はよく承知しており、大臣や

次官の話からも、ASEAN との地域協議のなかで、その重要性は日増しに高まっている

といっても過言ではなかろう。そのため、この部分の進捗は目を見張るものがある。 

②法制度整備のなかでも、MOH はまず「看護」の部分の Sub-decree（政令）から Prakas

（省令）レベルまでを一括でつくりたく、さらには「看護」だけでなく「助産」の政令

部分についても、引き続いて今回のプロジェクトのなかで作りたいという要請があった
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が、これは「看護」と「助産」が共通する内容を含むことから、重要な希望と思われる。 

③団長所感との重複があるかもしれないが、医師法に当たる法令の整備は国の根幹となる

ことであろうが、本案件の成り立ちが看護・助産教員の育成に端を発していることから、

やや順番に捻れがあるのは無理からぬことかもしれない。 

④MOH の EDC に対する関与の低下、あるいは JICA の予算削減などの結果、改訂版 PDM

においては、「教員養成」に関する達成目標をややあいまいに書かなければならなくな

ったという事情がある。 

⑤「教員養成」の部分を外部に任せたという形は、実は異例のことではない。例えばバン

グラデシュの母子保健では、成果のうちの 1 つを丸ごと NGO に委託した例がある。本

カンボジアプロジェクトでは、カンボジア MOH の人員が能力強化の対象となっている

という意味で、そして彼らが公的セクターに残りつつ、後進の教育や MOH への貢献等

も期待できることから、持続性に貢献できるといえよう。 

いずれにしろ、団員に PCM に非常に精通したコンサルタントも含まれていたこともあり、

改訂 PDM がプロジェクトの現状をかなり反映したものになったことはよかったと思われる。

また、PDM の改訂は、本例のように 1 年後に改訂することをあらかじめ計画しておくのはい

いことではないか思われる。 
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１．PDM 1 
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案件名: 医療技術者育成システム強化プロジェクト  

協力期間： 2010 年 3 月〜2015 年 2 月 (5 年間)  

対象地域：全国  

対象グループ: 保健省人材育成部(HRDD)  

実施機関：保健省人材育成部(HRDD)  

受益者  直接受益者：医療技術者学校 (TSMC)と地方看護助産学校（RTCs)の教員  

       間接受益者：医療技術者の学生, 保健省人事部  

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 

上位目標       
保健人材育成システムをとおして、質の高い医療技
術者が育成される。 

1 卒業試験の受験生のうち、１回目の合格率が X％にな
る。 
2 将来構想に基づいた基本的な規定*の数が増える。 

  保健省が人材育成に関する
主要政策を大幅に変えな
い。 

プロジェクト目標 
      

HRDD のマネジメント能力が強化されることによって、
質の高い保健医療人材の教育の基盤****が改善され
る。 

1 教員指導員**の数が増加する。 
2 既存の教員の質が改善する。（研修前、研修後の能力
テストにより把握する） 
3 基本的な規程の制定を見据えた将来構想の有無。 

1 HRDD の書類/ プロジェクトプ
ログレスレポート 
2 -〃- 
3 -〃- 

 - 教育/養成された教員が
保健省の教育機関に勤め
る。 
 - 改善されたシステムが保
健省によって継続的に整備
される。 

成果 
      

1. 現任教員の教育システムの改善を通じて HRDD の
能力***が強化される。 

1-1 看護/助産の教育に関する HRDD の業務内容リスト
の有無。 
1-2 現任教員教育システムのデザイン案の有無。 
1-3 現任教員の能力強化のための関連機関・部署との
方針・戦略策定・調整会議の数。 
1-4 教育プログラムに沿った研修を受けた現任教員の
数。 
1-5 作成（改定）された教育プログラムの数。 
1-6 研修のモニタリング評価の実施回数。 

1-1HRDD の書類/ プロジェクト
プログレスレポート 
1-2 -〃- 
 
1-3 -〃- 
 
1-4 -〃- 
1-5 -〃- 
1-6 -〃- 

  

2. 新規教員養成のシステムづくりを通じて HRDD の
能力***が強化される。 

2-1 看護/助産の新規教員養成に関する HRDD の業務
内容リストの有無 
2-2 新規教員養成のための関連機関・部署とのデザイ
ン案策定・調整会議の数。  
2-3 策定された新規教員の養成システムの有無。 
2-4 新規教員養成ための教育プログラムの有無。 

2-1 HRDD の書類/ プロジェク
トプログレスレポート 
2-2 -〃- 
 
2-3 -〃- 
2-4 -〃- 

  

3. 既存の規定のモニタリングと基本的な規定の整備
に関する HRDD の能力***が強化される。 
  

3-1 医療技術者育成に関する HRDD 職員の理解度（イ
ンタビューにより理解度を把握する） 
3-2 教員の資格要件の草案と現任教員教育システムお
よび新規教員養成システムのデザイン案の有無。 
3-3 医療技術者に関連する既存の規程のリストの有
無。 
3-4 医療技術者に関連する既存の規程の実施状況のモ
ニタリング計画の有無。 
3-5 医療技術者に関連する基本的な規程策定および改
定のためのタスクフォースの有無と会議の開催数。 

3-1 HRDD の書類/ プロジェク
トプログレスレポート 
3-2 -〃- 
 
3-3 -〃- 
 
3-4 -〃- 
 
3-5 -〃- 

  
  

活動:                     投入   
  

1-1. 看護/助産に関する教員の能力開発に関する
HRDD の役割を明確にする。  〈日本側〉              〈カンボジア側〉 

  

1-2. 看護/助産に関する教員の教育システムの現況
調査を行う。     

  

1-3. 看護/助産分野において、現任教員の能力強化
に向けた HRDD と TSMC、RTC 等関連機関や各種プ
ログラムとの連携を強化する。 

 - 日本人専門家 
 - 業務調整員 
 - 機材 

 - カウンターパート 
 - 事務所スペース 
 - 現地必要経費 

  

1-4. 看護/助産に関する現任教員の能力強化のため
の方針/戦略をたて、教員の資格要件と教育システム
を考案する。 

      

1-5. 看護/助産分野において、現任教員の教育プロ
グラムを作成する。 

    
  

1-6. 看護/助産分野において、現任教員に対する能
力強化の支援研修を実施し、その支援状況を管理す
る。 

    
  

2-1. 看護/助産の新規教員養成に関する HRDD の役
割を明確にする。 

    
  

2-2. 看護/助産分野において、新規教員の養成に向
けたHRDDとTSMC、RTC等関連機関や各種プログラ
ムとの連携を強化する。 

    
・関係機関がプロジェクトの
活動について強く反対しな
い。 

2-3. 看護/助産に関する新規教員養成のために方針
/戦略をたて、教員の資格要件を含むシステムを考案
する。 

    
前提条件: 

2-4.  特に看護/助産に関する新規教員のための養
成プログラムを作成する。 

    
カウンターパートが計画通り
配置される。 

3-1. 医療技術者育成に関する HRDD の役割を明確
にする。 

    
  

3-2. HRDD と人材育成に関する関係部署との間で、
医療技術者と教員の規程に関する協力体制を強化す
る。 

    
  

3-3. 医療技術者に関連する規定の現況を調査する。       

3-4. 医療技術者に関連する既存の規定の実施状況
をモニターする。 

    
  

3-5.看護/助産分野における基本的な規定を草案考
案作成のためにタスクフォースを立ち上げる。 

    
  

3-6. 看護/助産分野における基本的な規定の草案作
成のための準備をする。 

    
  

*基本的な規定とはガイドライン、規定、免許、分類、認可、資格などである。 

**教員指導員は既存教員の教育や新規教員候補者の養成をする人である。 

***人材育成部の能力とは現状分析、計画、実施、モニタリング/評価、調整に関する能力である。 

**** 教育の基盤とは質の高い教育を構築する基盤である。 



２．PDM 2 及び TSI 
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案件名: 医療技術者育成システム強化プロジェクト  

協力期間： 2010 年 6 月〜2015 年 6 月 (5 年間)  

対象地域：全国  

対象グループ: 保健省人材育成部(HRDD)  

実施機関：保健省人材育成部(HRDD)  

受益者   

直接受益者：医療技術者学校 (TSMC)と地方看護助産学校（RTCs)の教員、保健省病院サービス部看護助産課 

間接受益者：公立・私立学校の看護/助産学生（公立校は約 4,000 人）、看護師（約 8,000 人）、助産師（約 3,500 人） 

   作成日：平成 23 年 12 月 2 日

プロジェクトの要約 指標 入手手段 外部条件 

上位目標       
保健人材育成システムをとおして、質の高い医療技術者が育成される。 新しい制度下で看護/助産師の資

格を得た看護/助産師の数が増え
る 

HRDD 資料 

  

プロジェクト目標       
HRDD のマネージメント能力が強化されることによって、質の高い看護/
助産人材を中心とする保健医療人材の教育の基盤が改善される。 

1. 看護師の国家資格制度（登録→
免許付与)が始まる。 
2. 学士号取得ブリッジコース帰国
教員による報告書がカ国の看護/
助産教員に共有される 

1.HRRD 資料 
 
2. プロジェクト報告書 

1.政策的な変更がない 
2.国家試験が公明正大に継続
して実施される 
3.学生対教員の比が今以上増
えない 
4.学校の施設・教材の質が今以
上悪化しない 
5.学校運営管理が悪化しない 
6.教員の待遇が今より落ちない
7.教員が継続して公立学校・病
院に勤務する 

成果       
1. 看護人材に関する規則類の草案が整備される 

1-1.政令レベルの看護規則が起草
される 
1-2.看護規則施行のための省令レ
ベルの看護規則が 3 種起草される

1-1.、1-2. HRDD 資料 

2. 助産人材に関する規則の草案が整備される 2. 政令レベルの助産規則が起草さ
れる 

2.HRDD 資料 

3. 学士号を取得した者を中核とした看護助産教員の指導の質が向上
する 

3-1.学士号取得教員による報告書*
が完成する 
3-2.講義の質が向上する 
3-3.学生による講義に関する評価
が上がる 

3-1.プロジェクト報告書 
3-2. ～3-3  

1.国家卒業試験が予定通り行
われる 
2.看護規則（資格、教育、サー
ビス）の草案がカ国政府関係機
関により承認、公布される 

活動: 投入   

1-1. 既存の保健人材に関する規則を整理しインベントリーリストを作成
する 

日本側 カンボジア側 

1-2.看護教育と看護サービスに関する基礎調査を実施する 

1-3.看護規則（資格・教育・サービス）草案策定のための委員会、作業
部会を設置する 

  

1-4. 看護規則（政令レベル）草案を準備する 
  

1-5.看護資格制度に関する施行規則（省令レベル）草案を準備する 
  

1-6.看護教育に関する施行規則（省令レベル）草案を準備する 
  

1-7. 看護サービスに関する施行規則（省令レベル）草案を準備する 
  

1-8.策定された看護規則を普及する 
  

1-9. 策定された省令の実施をモニターする 
  

2-1.助産分野（教育・サービス）に関する情報を収集、分析する 
  

2-2.助産規則（資格・教育・サービス）草案策定のための委員会、作業
部会を設置する   

2-3. 助産規則（政令レベル）草案を準備する 
前提条件 

3-1. 看護/助産分野の既存/新任教員のための学士号ブリッジコース
（於タイ）を開発する 

3-2. タイで学士号ブリッジコースを実施する 

3-3. タイで学士号ブリッジコースのモニタリングとコース改善を行う 

3-4. 帰国教員が看護教育活動**に従事する 

 1.専門家派遣 
-長期専門家（看護教育/看護助産行政、業務調整
/評価・モニタリング） 
-短期専門家（チーフアドバイザー、法整備、基礎調
査等必要に応じ） 
 
2. 資機材 
 -PC、ワイアレスガイドシステム、車両等、必要に
応じ 
 
3. 研修費 
 -本邦研修、留学生派遣 
 
4.その他 
 -現地経費（基礎調査費、現地スタッフ雇用等） 

1.人材の配置 
-プロジェクトデ
ィレクター 
-プロジェクトマ
ネージャー 
-カウンターパ
ート 
-関係政府機関
職員 
 
2.プロジェクト事
務所 
-事務所スペー
ス（家具、電
気）、 
 
3.資機材 
-会議スペース
（必要に応じ） 
-資材機材とそ
の維持 

・C/P が計画通り配置される 
・関係機関がプロジェクトの活
動について強く反対しない 

*報告書の内容：シラバス、クリニカルプラクティスシステム、講義と評価 

**活動例：特別課題に関する報告書作成、ワークショップ開催、プレセプター向け研修（TOT)、卒前教育のカリキュラム/ツール見

直し等 
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